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********************************************************************************************* 

[1] 化学物質関係事故、事件関係 

◇事故・事件対策、措置、訴訟等 

・労働者災害補償保険法の施行に関する事務に使用する文書の様式を定める件の一部を改正する件（厚生労働省

告示第 409号） 

   [官報] 令和 3年 12月 22日 号外 第 286号 9～14頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20211222/20211222g00286/20211222g002860009f.html 
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-------------------- 

□大災害、原発事故対策 

[大震災対策] 

・建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針を改正する件（国土交通省告示第 1537号）  

   [官報] 令和 3年 12月 21日 号外 第 285号 13～23頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20211221/20211221g00285/20211221g002850013f.html 

                                       -- 末尾 [付録]  

********************************************************************************************* 

[2] [特集] 新型コロナウイルス感染症 

[対策・予防] 

○雇用対策 

・雇用保険法施行規則の一部を改正する省令（厚生労働省令第 193号） 

   [官報] 令和 3年 12月 21日 号外 第 285号 1～5頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20211221/20211221g00285/20211221g002850001f.html 

                                       -- 末尾 [付録]  

---------- 

・新型コロナウイルス感染症等の影響に対応するための雇用保険法の臨時特例等に関する法律施行規則の一部を

改正する省令（厚生労働省令第 194号） 

   [官報] 令和 3年 12月 21日 号外 第 285号 5～7頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20211221/20211221g00285/20211221g002850005f.html 

                                       -- 末尾 [付録]  

---------- 

・雇用保険法施行規則の一部を改正する省令（厚生労働省令第 196号） 

   [官報] 令和 3年 12月 22日 本紙 第 642号 3～4頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20211222/20211222h00642/20211222h006420003f.html 

                                       -- 末尾 [付録]  

********************************************************************************************* 

[3] 「令和２年度化学物質環境実態調査結果（概要）」について 

＜環境省 2021年 12月 21日＞ https://www.env.go.jp/press/110366.html 

 環境省では、昭和49年度から一般環境中における化学物質の残留状況を継続的に把握することを目的に、化学

物質環境実態調査（黒本調査）を実施し、その調査結果を各種化学物質対策に活用しています。この度、「令和２

年度化学物質環境実態調査結果(概要)」がまとまりましたので公表します。調査結果の詳細については、今後、

「令和３年度版 化学物質と環境」として取りまとめ、公表する予定です。 

１．経緯 

 昭和49年度に、「化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律」（以下｢化審法｣という。）制定時の附帯決議を

踏まえ、一般環境中の既存化学物質の残留状況の把握を目的として「化学物質環境調査」が開始されました。昭

和54年度からは、「プライオリティリスト」（優先的に調査に取り組む化学物質の一覧）に基づく「化学物質環境

安全性総点検調査」の枠組みが確立され、調査内容が拡充されてきたところです。 

 その後、「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律」（以下「化管法」とい

う。）の施行、「残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約」（以下「POPs条約」という。）の発効等を踏ま

え、平成14年度からは調査結果が施策により有効に活用されるよう、環境省内の化学物質管理施策等を所管して

いる部署からの要望物質を中心に調査対象物質を選定する方式に変更し、平成18年度からは調査体系を「初期環

境調査」、「詳細環境調査」及び「モニタリング調査」として実施しています。 

 さらに、平成22年度から、排出に関する情報を考慮した調査地点の選定やモニタリング調査における調査頻度

等を見直した調査を実施しています。 



ACSES ニュースレター_２２３２_20211222 

 3 

２. 調査の進め方 

（１）調査対象物質の選定 

 調査対象物質は、各担当部署から調査要望がなされた物質について、分析法開発の可能性やリスクの観点等を

考慮して絞り込みを行った後、令和元年度に開催された中央環境審議会環境保健部会化学物質評価専門委員会（第

25回）における評価等を経て選定されました。 

（２）調査内容 

ア．初期環境調査 

 環境リスクが懸念される化学物質について、一般環境中で高濃度が予想される地域においてデータを取得する

ことにより、化管法の指定化学物質の指定、その他化学物質による環境リスクに係る施策について検討する際の

基礎資料等とすることを目的として調査を行い、「化学物質環境実態調査結果精査等検討会」及び「初期環境調査

及び詳細環境調査の結果に関する解析検討会」においてデータの精査、解析等が行われました。 

 令和２年度は10物質（群）を調査対象としました。なお、一部の物質においては、排出に関する情報を考慮し

た調査地点を含むものとなっています。 

イ． 詳細環境調査 

 化審法の優先評価化学物質のリスク評価等を行うため、一般環境中における全国的なばく露評価について検討

するための資料とすることを目的として調査を行い、初期環境調査と同様、「化学物質環境実態調査結果精査等検

討会」及び「初期環境調査及び詳細環境調査の結果に関する解析検討会」においてデータの精査、解析等が行わ

れました。 

 令和２年度は７物質（群）を調査対象としました。なお、一部の物質においては、排出に関する情報を考慮し

た調査地点を含むものとなっています。 

ウ． モニタリング調査 

 化審法の特定化学物質等について一般環境中の残留状況を監視すること及びPOPs条約に対応するため条約対象

物質等の一般環境中における残留状況の経年変化を把握することを目的として調査を行い、「化学物質環境実態調

査結果精査等検討会」、「モニタリング調査の結果に関する解析検討会」及び「POPsモニタリング検討会」におい

てデータの精査や解析等が行われました。 

 令和２年度は、POPs条約対象物質のうち総PCB等10物質（群）に、POPs条約対象物質とする必要性について検討

されている１物質を加えた11物質（群）を調査対象としました。 

３．調査結果 

ア．初期環境調査（調査結果は別表1のとおり） 

 水質については、９調査対象物質（群）中４物質群（アンピシリン、ベンゾフェノン-4（別名：2-ヒドロキシ

-4-メトキシベンゾフェノン-5-スルホン酸）、ベンラファキシン及びその代謝物、りん酸ジメチル=2,2-ジクロロ

ビニル （別名：ジクロルボス））が検出されました。 

 大気については、全２調査対象物質（1,3,5-トリス(2,3-エポキシプロピル)-1,3,5-トリアジン

-2,4,6(1H,3H,5H)-トリオン （別名：1,3,5-トリスグリシジル-イソシアヌル酸）及びりん酸ジメチル=2,2-ジク

ロロビニル （別名：ジクロルボス））が検出されました。 

イ．詳細環境調査（調査結果は別表2のとおり） 

 水質については、全６調査対象物質（群）（アニリン、[(3-アルカンアミドプロピル)(ジメチル)アンモニオ]

アセタート類（アルカンアミドの炭素数が10、12、14、16又は18で、直鎖型のもの）及び(Z)-{[3-(オクタデカ-9-

エンアミド)プロピル](ジメチル)アンモニオ}アセタート、環状ポリジメチルシロキサン類、二硫化炭素、フタル

酸エステル類及びN-メチルカルバミン酸2-sec-ブチルフェニル（別名：フェノブカルブ又はBPMC））が検出されま

した。 

 底質については、全2調査対象物質（群）（[(3-アルカンアミドプロピル)(ジメチル)アンモニオ]アセタート類

（アルカンアミドの炭素数が10、12、14、16又は18で、直鎖型のもの）及び(Z)-{[3-(オクタデカ-9-エンアミド)

プロピル](ジメチル)アンモニオ}アセタート、ビス(N,N-ジメチルジチオカルバミン酸)N,N'-エチレンビス(チオ

カルバモイルチオ亜鉛)（別名：ポリカーバメート））が検出されました。 

 生物については、1調査対象物質群（環状ポリジメチルシロキサン類）が検出されました。 
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 なお、調査結果には、過去の調査においては不検出で今回初めて検出された物質が含まれていますが、これは

検出下限値を下げて調査を行ったこと等によるものと考えられます。 

ウ．モニタリング調査（調査結果は別表3-1、3-2のとおり） 

 令和２度のモニタリング調査は、POPs条約発効当初からの対象物質のうちの４物質（群）（PCB類、ヘキサクロ

ロベンゼン類、クロルデン類、ヘプタクロル類）及びPOPs条約発効後に対象物質に追加された物質のうちの６物

質（群）※に、POPs条約対象物質とする必要性について検討されている１物質（ペルフルオロヘキサスルホン酸

（PFHxS））を加えた計11物質（群）について調査しました。 

※ 令和２年度調査では、同時分析の可能性及び過年度調査における検出状況等を考慮して、以下の６物質（群）

について調査を実施しました。その際、条約対象でない一部の異性体又は同族体を加えて調査を実施しています。 

   ・ ペルフルオロオクタンスルホン酸（PFOS） 

   ・ ペルフルオロオクタン酸（PFOA） 

   ・ ペンタクロロベンゼン 

   ・ ヘキサクロロブタ-1,3-ジエン 

   ・ 短鎖塩素化パラフィン類 

   ・ ジコホル 

①継続的に調査を実施している物質（PCB類、ヘキサクロロベンゼン、クロルデン類、ヘプタクロル類、ペルフル

オロオクタンスルホン酸（PFOS）、ペルフルオロオクタン酸（PFOA）及びペンタクロロベンゼン）（統計学的な手

法による経年変化の解析結果は、別表3-3～3-5のとおり） 

 調査を行った媒体（水質、底質、生物及び大気）において、ヘプタクロル類のうちtrans-ヘプタクロルエポキ

シドが水質、生物及び大気において不検出で、生物のうち鳥類では、ヘプタクロル類のヘプタクロルも不検出で

したが、その他の調査対象物質（群）・媒体で検出されました。なお、以下の媒体別の比較については、環境濃度

の比較であり、環境リスクの比較ではありません。 

 水質及び底質について平成14年度～令和２年度のデータの推移をみると、水質及び底質中のPOPs濃度レベルは

総じて横ばい又は漸減傾向にあると考えられます。水質及び底質中の濃度の地域分布を見ると、例年どおり、港

湾、大都市圏沿岸の準閉鎖系海域等、人間活動の影響を受けやすい地域にある地点の多くは、その他の地域にあ

る地点と比べて高濃度でした。 

 生物について平成14年度～令和２年度のデータの推移をみると、生物中のPOPs濃度レベルは総じて横ばい又は

漸減傾向にあると考えられます。昨年度に引き続き、総PCB等が人口密集地帯近傍の沿岸域の魚については、その

他の地域の魚類及び貝類と比べて高濃度でした。 

 大気について平成14年度～令和２年度のデータの推移をみると、大気中のPOPs濃度レベルは総じて横ばい又は

漸減傾向にあると考えられます。 

②その他の物質（ヘキサクロロブタ-1,3-ジエン、短鎖塩素化パラフィン類、ジコホル及びペルフルオロヘキサス

ルホン酸（PFHxS）） 

 調査を行った媒体（水質、底質、生物及び大気）において、生物のうち鳥類では、ヘキサクロロ-1,3-ブタジエ

ン、短鎖塩素化パラフィン類の塩素化デカン類及び塩素化ドデカン類並びにジコホルが不検出でしたが、その他

の調査対象物質（群）・媒体で検出されました。  

添付資料 

別表 1 初期環境調査における検出状況 

   https://www.env.go.jp/press/files/jp/117202.pdf 

別表 2 詳細環境調査における検出状況 

   https://www.env.go.jp/press/files/jp/117203.pdf 

別表 3-1、3-2 モニタリング調査における検出状況 

   https://www.env.go.jp/press/files/jp/117204.pdf 

別表 3-3～3-5 平成 14年度から令和２年度における経年分析結果 

********************************************************************************************* 

[4] 「特定物質等の規制等によるオゾン層の保護に関する法律施行令の一部を改正する政令」の閣議決定につい
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て 

＜環境省 2021年 12月 21日＞ https://www.env.go.jp/press/110361.html 

＜経済産業省 2021年 12月 21日＞ 

https://www.meti.go.jp/press/2021/12/20211221002/20211221002.html?from=mj 

本日、「特定物質等の規制等によるオゾン層の保護に関する法律施行令の一部を改正する政令」が閣議決定されま

した。本政令は、新たに試験研究及び分析の用途に用いられる「ハイドロクロロフルオロカーボン」について製

造数量の許可を不要とするとともに、試験研究及び分析の用途に用いられる特定物質等について製造数量の許可

を不要とする暫定措置の期限を撤廃し、恒久的な措置とするものです。 

1．改正の背景 

本政令は、オゾン層を破壊する物質に関するモントリオール議定書第30回締約国会合（2018年11月）において、

「ハイドロクロロフルオロカーボン」（以下「HCFC」という。）の試験研究及び分析用途の生産が新たに生産規制

の暫定的な適用除外対象に追加されるとともに、第31回締約国会合（2019年11月）において、HCFCを含む複数の

特定物質を生産規制の対象から除外する既存の措置について、2021年12月31日としていた期限を無期限とする決

定がなされたことを受けて、国内担保法である「特定物質等の規制等によるオゾン層の保護に関する法律施行令

（平成6年政令第308号、以下「施行令」という。）」について所要の改正を行うものです。 

2．改正の内容 

新たに、試験研究及び分析の用途に用いられるHCFCについて、法第13条第１項の政令で定める特定物質等及び特

定用途の対象とし、製造数量の許可を不要とします（施行令第3条）。 

試験研究及び分析の用途に用いられる特定物質等については、製造数量の許可を不要とする措置が2021年12月31

日までの暫定的な措置とされているところ、当該期限を撤廃し、恒久的な措置とします（施行令原始附則第3項）。 

3．今後のスケジュール 

公布・施行期日  2021年12月24日（予定） 

関連資料 

・要綱     https://www.meti.go.jp/press/2021/12/20211221002/20211221002-1.pdf 

・案文・理由   https://www.meti.go.jp/press/2021/12/20211221002/20211221002-2.pdf 

・新旧対照条文   https://www.meti.go.jp/press/2021/12/20211221002/20211221002-3.pdf 

・参照条文    https://www.meti.go.jp/press/2021/12/20211221002/20211221002-4.pdf 

********************************************************************************************* 

[5] 騒音規制法施行令及び振動規制法施行令の一部を改正する政令の閣議決定について 

＜環境省 2021年 12月 21日＞ https://www.env.go.jp/press/110291.html 

「騒音規制法施行令及び振動規制法施行令の一部を改正する政令」が本日令和３年12月21日（火）に閣議決定さ

れましたので、お知らせします。 

あわせて、令和３年11月９日（火）～同年12月８日（水）の間に実施した騒音規制法施行令及び振動規制法施行

令の一部を改正する政令案に関する意見の募集（パブリックコメント）について、その結果を取りまとめました

ので、お知らせします。 

１．改正の背景 

 騒音規制法（昭和43年法律第98号）及び振動規制法（昭和51年法律第64号）においては、規制対象となる要件

を定めて規制基準値の遵守や設置届出等の規制を行っているところ、令和２年12月に長野県知事より内閣府規制

改革・行政改革担当大臣に対し、「大型のコンプレッサーの性能は進化している一方で、騒音規制法及び振動規制

法の基準は長い間改正されておらず、時代の変化に対応することが必要であることから、技術革新を踏まえた基

準の見直しを行うこと」との要望がなされた。 

 これを踏まえ、環境省において有識者らにより構成される「騒音規制法及び振動規制法に基づく特定施設の見

直し検討に係る検討会」を設置し、コンプレッサーの最近の低騒音化・低振動化に係る技術動向や生活環境にお

ける影響実態等を整理しつつ、騒音規制法及び振動規制法における規制対象範囲の見直しについて検討を進めて

きたところ。その結果、発生する騒音・振動の大きさが一定以下の機器については、「生活環境保全上問題ないも
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のとして個別に指定等を行った上で規制対象外としていくことが妥当」との報告※が取りまとめられた。 

 今回の改正は、これらの背景を踏まえ、騒音規制法施行令（昭和43年政令第324号。以下「騒音令」という。）

及び振動規制法施行令（昭和51年政令第280号。以下「振動令」という。）の改正を行うものである。 

※ 騒音規制法における空気圧縮機に係る規制見直しの方向性について（中間報告） 

https://www.env.go.jp/press/109894/mat07.pdf 

※ 振動規制法における圧縮機に係る規制見直しの方向性について（中間報告） 

https://www.env.go.jp/press/109894/mat08.pdf 

２．改正の概要 

 騒音令別表第１及び振動令別表第１に定めるコンプレッサーの規制対象要件を以下のとおり改正する。 

① 騒音令別表第１に定めるコンプレッサー（空気圧縮機）について、一定の限度を超える大きさの騒音を発生し

ないものとして環境大臣が指定するものを規制対象外とする。 

② 振動令別表第１に定めるコンプレッサー（圧縮機）について、一定の限度を超える大きさの振動を発生しない

ものとして環境大臣が指定するものを規制対象外とする。 

① 騒音規制法施行令 別表第１ 第２の項 

（改正前） 

空気圧縮機及び送風機（原動機の定格出力が七・五キロワット以上のものに限る。） 

  ↓ 

（改正後） 

空気圧縮機（一定の限度を超える大きさの騒音を発生しないものとして環境大臣が指定するものを除き、原動機

の定格出力が七・五キロワット以上のものに限る。）及び送風機（原動機の定格出力が七・五キロワット以上のも

のに限る。） 

② 振動規制法施行令 別表第１ 第２の項 

（改正前） 

圧縮機（原動機の定格出力が七・五キロワット以上のものに限る。） 

  ↓ 

（改正後） 

圧縮機（一定の限度を超える大きさの振動を発生しないものとして環境大臣が指定するものを除き、原動機の定

格出力が七・五キロワット以上のものに限る。） 

３．施行期日 

令和４年12月１日（木） 

４．意見募集（パブリックコメント）の結果 

 騒音規制法施行令及び振動規制法施行令の一部を改正する政令案に関する意見の募集（パブリックコメント）

の結果は、別添５のとおり。 

添付資料 

別添１ 【要綱】騒音規制法施行令及び振動規制法施行令の一部を改正する政令案 

     https://www.env.go.jp/press/110291/mat01.pdf 

別添２ 【案文・理由】騒音規制法施行令及び振動規制法施行令の一部を改正する政令案 

     https://www.env.go.jp/press/110291/mat02.pdf 

別添３ 【新旧対照表】騒音規制法施行令及び振動規制法施行令の一部を改正する政令案 

     https://www.env.go.jp/press/110291/mat03.pdf 

別添４ 【参照条文】騒音規制法施行令及び振動規制法施行令の一部を改正する政令案 

     https://www.env.go.jp/press/110291/mat04.pdf 

別添５ 「騒音規制法施行令及び振動規制法施行令の一部を改正する政令案」に関する意見の募集（パブリック

コメント）の結果について 

     https://www.env.go.jp/press/110291/mat05.pdf 
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********************************************************************************************* 

[6] 研究インテグリティに係る「競争的研究費の適正な執行に関する指針」の改定について  

＜文部科学省 2021年 12月 21日＞ http://mailmaga.mext.go.jp/c/agbCac49lU2QlLbR 

研究インテグリティ 

 研究インテグリティとは、研究の国際化やオープン化に伴う新たなリスクに対して新たに確保が求められる、

研究の健全性・公正性を意味します。 

 この新たなリスクにより、開放性、透明性といった研究環境の基盤となる価値が損なわれる懸念や、研究者が

意図せず利益相反・責務相反に陥る危険性が指摘されています。 

 こうした中、我が国として国際的に信頼性のある研究環境を構築することが、研究環境の基盤となる価値を守

りつつ、必要な国際協力及び国際交流を進めていくために不可欠となっています。 

 

 

政府の対応方針（令和3年4月27日 統合イノベーション戦略推進会議決定） 

 「統合イノベーション戦略推進会議（第9回）」（令和3年4月27日）において、研究インテグリティの確保に係る

政府の対応方針として、「研究活動の国際化、オープン化に伴う新たなリスクに対する研究インテグリティの確保

に係る対応方針について」が決定されました。 

・研究活動の国際化、オープン化に伴う新たなリスクに対する研究インテグリティの確保に係る対応方針につ

いて （令和3年4月27日 統合イノベーション戦略推進会議決定） 

   https://www.mext.go.jp/content/20211201-mxt_kagkoku-000019002_1.pdf 

（参考）研究インテグリティの確保に係る対応方針（概要）（内閣府作成資料） 

    https://www.mext.go.jp/content/20211220-mxt_kagkoku-000019002_3.pdf 

 

競争的研究費の適正な執行に関する共通的なガイドラインの改定（令和3年12月17日） 

 令和3年4月に決定された政府の対応方針に従い、「競争的資金の適正な執行に関する指針」が競争的研究費に関

する関係府省連絡会申合せで改定されました。 

・競争的資金の適正な執行に関する指針（令和3年12月17日改正） 

   https://www.mext.go.jp/content/20211220-mxt_kagkoku-000019002_1.pdf 

・競争的研究費制度についての詳細は、内閣府ホームページをご参照ください。 競争的研究費制度 ※内閣府

ウェブサイトへリンク 

    https://www8.cao.go.jp/cstp/compefund/ 

 

大学・研究機関等に関する取組 

チェックリスト雛形（令和3年12月17日版） 

 令和3年4月に決定された政府の対応方針に基づき、研究者やその所属機関の管理部門向けのチェックリストの

雛形を内閣府と連携し作成しました。大学・研究機関等での研修や理解醸成、自己点検等にご利用いただけます。 

・チェックリスト雛形：研究者向け（令和3年12月17日版） 

    https://www.mext.go.jp/content/20211217-mxt_kagkoku-000019002_1.pdf 
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・チェックリスト雛形：大学・研究機関向け（令和3年12月17日版） 

    https://www.mext.go.jp/content/20211217-mxt_kagkoku-000019002_2.pdf 

文部科学省が行っている説明会の資料 

 大学・研究機関等に対して文部科学省が行っている説明会の資料を掲載しています。（令和3年11月時点） 

   https://www.mext.go.jp/content/20211201-mxt_kagkoku-000019002_2.pdf 

大学・研究機関等における研究インテグリティの確保について 

 

研究インテグリティに係る調査・分析（令和 2年度内閣府委託調査事業） 

 本報告書は、内閣府による令和 2年度委託業務である「研究インテグリティ(Research Integrity)に係る調査・

分析」の成果が取りまとめられたものです。 

 ・研究インテグリティに係る調査・分析報告書（内閣府より提供） 

    https://www.mext.go.jp/content/20211201-mxt_kagkoku-000019002_3.pdf 

 

研究インテグリティに係る調査・分析報告書提言（令和 3年 3月公表）：省略→本文参照 

********************************************************************************************* 

[付録] 

◇建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針を改正する件（国土交通省告示第 1537号）  

   [官報] 令和 3年 12月 21日 号外 第 285号 13～23頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20211221/20211221g00285/20211221g002850013f.html 

                                          上記 [1] 関係  

○国土交通省告示第 1537号 

 築物の耐震改修の促進に関する法律（平成七年法律第百二十三号）第四条第一項の規定に基づき、建築物の耐

震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針（平成十八年国土交通省告示第百八十四号）の一部を次の

ように改正する。 

   令和 3年 12月 21日                      国土交通大臣  斉藤 鉄夫  

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付し又は破線で囲んだ部分をこれに順次対応する改正後欄に掲

げる規定の傍線を付し又は破線で囲んだ部分のように改め、改正前欄及び改正後欄に対応して掲げるその標記部

分に二重傍線を付した規定は、当該規定を改正後欄に掲げるもののように改める。 

―「改正後」と「改正前」が併記されているが、紙面の都合上、「改正後」のみ掲載した。＜ACSES事務局＞― 

「改正後」 

 平成七年一月の阪神・淡路大震災では、地震により六千四百三十四人の尊い命が奪われた。このうち地震によ

る直接的な死者数は五千五百二人であり、さらにこの約九割の四千八百三十一人が住宅・建築物の倒壊等による

ものであった。この教訓を踏まえて、建築物の耐震改修の促進に関する法律（以下「法」という。）が制定された。 

しかし近年、平成十六年十月の新潟県中越地震、平成十七年三月の福岡県西方沖地震、平成二十年六月の岩手・

宮城県内陸地震、平成二十八年四月の熊本地震、平成三十年九月の北海道胆振東部地震など大地震が頻発してお

り、特に平成二十三年三月に発生した東日本大震災は、これまでの想定をはるかに超える巨大な地震・津波によ

り、一度の災害で戦後最大の人命が失われるなど、甚大な被害をもたらした。また、東日本大震災においては、

津波による沿岸部の建築物の被害が圧倒的であったが、内陸市町村においても建築物に大きな被害が発生した。

さらに、平成三十年六月の大阪府北部を震源とする地震においては塀に被害が発生した。このように、我が国に

おいて、大地震はいつどこで発生してもおかしくない状況にあるとの認識が広がっている。また、南海トラフ地

震、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震及び首都直下地震については、発生の切迫性が指摘され、ひとたび地震

が発生すると被害は甚大なものと想定されており、特に、南海トラフ巨大地震については、東日本大震災を上回

る被害が想定されている。 

 建築物の耐震改修については、建築物の耐震化緊急対策方針（平成十七年九月中央防災会議決定）において、

全国的に取り組むべき「社会全体の国家的な緊急課題」とされるとともに、南海トラフ地震防災対策推進基本計

画（令和三年五月中央防災会議決定）において、十年後に死者数をおおむね八割、建築物の全壊棟数をおおむね
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五割、被害想定から減少させるという目標の達成のため、重点的に取り組むべきものとして位置づけられている

ところである。また、首都直下地震緊急対策推進基本計画（平成二十七年三月閣議決定）においては、十年後に

死者数及び建築物の全壊棟数を被害想定から半減させるという目標の達成のため、あらゆる対策の大前提として

強力に推進すべきものとして位置づけられているところである。特に切迫性の高い地震については発生までの時

間が限られていることから、効果的かつ効率的に建築物の耐震改修等を実施することが求められている。 

 この告示は、このような認識の下に、建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るため、基本的な方針を定め

るものである。 

一 建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関する基本的な事項 

１  （略） 

 ２ 公共建築物の耐震化の促進 

   公共建築物については、災害時には学校は避難場所等として活用され、病院では災害による負傷者の治療

が、国及び地方公共団体の庁舎では被害情報収集や災害対策指示が行われるなど、多くの公共建築物が応急

活動の拠点として活用される。このため、平常時の利用者の安全確保だけでなく、災害時の拠点施設として

の機能確保の観点からも公共建築物の耐震性確保が求められるとの認識のもと、強力に公共建築物の耐震化

の促進に取り組むべきである。具体的には、国及び地方公共団体は、各施設の耐震診断を速やかに行い、耐

震性に係るリストを作成及び公表するとともに、構造耐力上主要な部分に加え、非構造部材及び建築設備に

係るより高い耐震性の確保に配慮しつつ、整備目標及び整備プログラムの策定等を行い、計画的かつ重点的

な耐震化の促進に積極的に取り組むべきである。 

   また、公共建築物について、法第二十二条第三項の規定に基づく表示を積極的に活用すべきである。 

３ 法に基づく指導等の実施 

  イ 耐震診断義務付け対象建築物 

    法第七条に規定する要安全確認計画記載建築物については、所管行政庁は、その所有者に対して、所有

する建築物が耐震診断の実施及び耐震診断の結果の報告義務の対象建築物となっている旨の十分な周知 

を行い、その確実な実施を図るべきである。また、期限までに耐震診断の結果を報告しない所有者に対し

ては、個別の通知等を行うことにより、耐震診断結果の報告をするように促し、それでもなお報告しない

場合にあっては、法第八条第一項の規定に基づき、当該所有者に対し、相当の期限を定めて、耐震診断の

結果の報告を行うべきことを命ずるとともに、その旨を公報、ホームページ等で公表すべきである。 

法第九条（法附則第三条第三項において準用する場合を含む。）の規定に基づく報告の内容の公表につい

ては、建築物の耐震改修の促進に関する法律施行規則（平成七年建設省令第二十八号。以下「規則」という。）

第二十二条（規則附則第三条において準用する場合を含む。）の規定により、所管行政庁は、当該報告の内容

をとりまとめた上で公表しなければならないが、当該公表後に耐震改修等により耐震性が確保された建築物

については、公表内容にその旨を付記するなど、迅速に耐震改修等に取り組んだ建築物所有者が不利になる

ことのないよう、営業上の競争環境等にも十分に配慮し、丁寧な運用を行うべきである。 

また、所管行政庁は、報告された耐震診断の結果を踏まえ、耐震診断義務付け対象建築物（法第七条に規

定する要安全確認計画記載建築物及び法附則第三条第一項に規定する要緊急安全確認大規模建築物をいう。

以下同じ。）の所有者に対して、法第十二条第一項（法附則第三条第三項において準用する場合を含む。）の

規定に基づく指導及び助言を実施すきである。また、指導に従わない者に対しては同条第二項の規定に基づ

き必要な指示を行い、正当な理由がなく、その指示に従わなかったときは、その旨を公報、ホームページ等

を通じて公表すべきである。 

さらに、指導・助一代指示等を行ったにもかかわらず、当該耐震診断義務付け対象建築物の所有者が必要

な対策をとらなかった場合には、所管行政庁は、構造耐力上主要な部分の地震に対する安全性について著し

く保安上危険であると認められる建築物（別添の建物の耐震診断及び耐震改修の実施について技術上の指針

となるべき事項（以下「技術指針事項」という。）第一第一号又は第二号の規定により構造耐力上主要な部分

の地震に対する安全性を評価した結果、地震の震動及び衝撃に対して倒壊し、又は崩壊する危険性が高いと

判断された建築物をいう。以下同じ。）については速やかに建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）第十

条第三項の規定に基づく命令を、損傷、腐食その他の劣化が進み、そのまま放置すれば著しく保安上危険と
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なるおそれがあると認められる建築物については、同条第一項の規定に基づく勧告や同条第二項の規定に基

づく命令を行うべきである。 

４ （略） 

５ 所有者等の費用負担の軽減等 

耐震診断及び耐震改修に要する費用は、建築物の状況や工事の内容により様々であるが、相当の費用を要

することから、所有者等の費用負担の軽減を図ることが課題となっている。このため、地方公共団体は、所

有者等に対する耐震診断及び耐震改修に係る助成制度等の整備や耐震改修促進税制の普及に努め、密集市街

地や緊急輸送道路・避難路沿いの建築物の耐震化を促進するなど、重点的な取組を行うことが望ましい。特

に、耐震診断義務付け対象建築物については早急な耐震診断の実施及び耐震改修の促進が求められることか

ら、特に重点的な予算措置が講じられることが望ましい。国は、地方公共団体に対し、必要な助言、補助・

交付金、税の優遇措置等の制度に係る情報提供等を行うこととする。 

また、法第三十二条の規定に基づき指定された耐震改修支援センター（以下［センター］という。）が債務

保証業務、情報提供業務等を行うこととしているが、国は、センターを指定した場合においては、センター

の業務が適切に運用されるよう、センターに対して必要な指導等を行うとともに、地方公共団体に対し、必

要な情報提供等を行うこととする。 

さらに、所有者等が耐震改修工事を行う際に仮住居の確保が必要となる場合については、地方公共団体が、

公共賃貸住宅の空室の紹介等に努めることが望ましい。 

６ 相談体制の整備及び情報提供の充実 

   近年、悪質なリフォームエ事詐欺による被害が社会間題となっており、住宅・建築物の所有者等が安心し

て耐震診断及び耐震改修を実施できる環境整備が重要な課題となっている。特に、「どの事業者に頼めばよい

か」、「工事費用は適正か」、［工事内容は適切か］、「改修の効果はあるのか」等の不安に対応する必要がある。

このため、国は、センター等と連携し、耐震診断及び耐震改修に関する相談窓口を設置するとともに、耐震

診断及び耐震改修の実施が可能な建築士及び事業者の一覧や、耐震改修工法の選択や耐震診断・耐震改修費

用の判断の参考となる事例集を作成し、ホームページ等で公表を行い、併せて、地方公共団体に対し、必要

な助言、情報提供等を行うこととする。また、地方公共団体は、耐震診断及び耐震改修に関する窓口を設置

し、所有者等の個別の事情に応じた助言を行うよう努めるべきであるとともに、関係部局、センター等と連

携し、先進的な取組事例、耐震改修事例、一般的な工事用、専門家・事業者情報、助成制度概要等について、

情報提供の充実を図ることが望ましい。 

７・８  （略） 

９ その他の地震時の安全対策 

   地方公共団体及び関係団体は、ブロック塀等の倒壊防止、屋根瓦、窓ガラス、天井、外壁等の非構造部材

の脱落防止、地震時のエレベーター内の閉じ込め防止、エスカレーターの脱落防止、給湯設備の転倒防止、

配管等の設備の落下防止等の対策を所有者等に促すとともに、自らが所有する建築物についてはこれらの対

策の実施に努めるべきである。さらに、これらの対策に係る建築基準法令の規定に適合しない建築物で同法

第三条第二項の適用を受けているものについては、改修の実施及びその促進を図るべきである。また、南海

トラフ沿いの巨大地震による長周期地震動に関する報告（平成二十七年十二月）を踏まえて、長周期地震動

対策を推進すべきである。国は、地方公共団体及び関係団体に対し、必要な助言、情報提供等を行うことと

する。 

一 建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標の設定に関する事項 

１ 建築物の耐震化の現状 

   平成三十年の統計調査に基づき、我が国の住宅については総数約五千三百六十万戸のうち、約七百万戸（約

十三パーセント）が耐震性が不十分であり、耐震化率は約八十七パーセントと推計されている。この推計で

は、耐震性が不十分な住宅は、平成十五年の約千百五十万戸から十五年間で約四百五十万戸減少し、そのう

ち耐震改修によるものは十五年間で約七十五万戸と推計されている。 

   また、耐震診断義務付け対象建築物のうち、要緊急安全確認大規模建築物については、令和三年四月一日

時点て耐震診断結果が公表されている約一万千棟のうち、約千百棟（約十パーセント）が耐震性が不十分で
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あり、耐震化率は約九十パーセントである。なお、要安全確認計画記載建築物を含めた場合の耐震化率は、

約七十三パーセントとなっている。 

２ 建築物の耐震診断及び耐震改修の目標の設定 

   南海トラフ地震防災対策推進基本計画、首都直下地震緊急対策推進基本計画及び住生活基本計画（令和三

年三月閣議決定）における目標を踏まえ、令和十二年までに耐震性が不十分な住宅を、令和七年までに耐震

性が不十分な耐震診断義務付け対象建築物を、それぞれおおむね解消することを目標とする。 

四 建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及に関する基本的な事項建築物の所有者等が、

地震防災対策を自らの問題、地域の問題として意識することができるよう、地方公共団体は、過去に発生した

地震の被害と対策、発生のおそれがある地震の概要と地震による危険性の程度等を記載した地図（以下「地震

防災マップ」という。）、建築物の耐震性能や免震等の技術情報、地域での取組の重要性等について、関係部局

と連携しつつ、町内会等や各種メディアを活用して啓発及び知識の普及を図ることが考えられる。国は、地方

公共団体に対し、必要な助言及び情報提供等を行うこととする。 

また、地方公共団体が適切な情報提供を行うことができるよう、地方公共団体とセンターとの間で必要な情

報の共有及び連携が図られることが望ましい。 

五 都道府県耐震改修促進計画の策定に関する基本的な事項その他建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関す

る重要事項 

 １ 都道府県耐震改修促進計画の策定に関する基本的な事項 

  イ 都道府県耐震改修促進計画の基本的な考え方 

都道府県は、法第五条第一項の規定に基づく都道府県耐震改修促進計画（以下単に「都道府県耐震改修

促進計画」という。）の改定に当たっては、道路部局、防災部局、衛生部局、観光部局、商工部局、福祉部

局、教育委員会等とも連携するとともに、都道府県内の市町村の耐震化の目標や施策との整合を図るため、

市町村と協議会を設置する等の取組を行いながら、市町村の区域を超える広域的な見地からの調整を図る

必要がある施策等を中心に見直すことが考えられ、建築物の耐震改修の促進に関する法律施行令の一部を

改正する政令（平成三十年政令第三百二十三号。以下「改正令」という。）の施行に伴う改定を行っていな

い都道府県にあっては、改正令の趣旨を踏まえ、できるだけ速やかに改定すべきである。 

  また、都道府県耐震改修促進計画に基づく施策が効果的に実現できるよう、その改定に当たっては、法

に基づく指導・助言、指示等を行う所管行政庁と十分な調整を行うべきである。 

なお、都道府県は、耐震化の進捗状況や新たな施策の実施等にあわせて、適宜、都道府県耐震改修促進

計画の見直しを行うことが望ましい。 

ロ 建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標 

    都道府県耐震改修促進計画においては、二２の目標を踏まえ、各都道府県において想定される地震の規

模、被害の状況、建築物の耐震化の現状等を勘案し、目標を定めることとする。なお、都道府県は、定め

た目標について、一定期間ごとに検証すべきである。 

特に耐震診断義務付け対象建築物については、早急に耐震化を促進すべき建築物である。 

   このため、都道府県耐震改修促進計画に法第五条第三項第一号及び第二号に定める事項を記載する場合に

おいては早期に記載するとともに、二２の目標を踏まえ、耐震診断義務付け対象建築物の耐震化の目標を

設定すべきである。また、耐震診断結果の報告を踏まえ、耐震化の状況を検証すべきである。 

    さらに、庁舎、病院、学校等の公共建築物については、関係部局と協力し、可能な限り用途ごとに目標

を設定すべきである。このため、国土交通省は関係省庁と連携を図り、都道府県に対し、必要な助言及び

情報提供を行うこととする。 

ハ 建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策 

 都道府県耐震改修促進計画においては、都道府県、市町村、建築物の所有者等との役割分担の考え方、実

施する事業の方針等基本的な取組方針について定めるとともに、具体的な支援策の概要、安心して耐震改修

等を行うことができるようにするための環境整備、地震時の総合的な安全対策に関する事業の概要等を定め

ることが望ましい。 
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また、庁舎、病院、学校等の公共建築物については、関係部局と協力し、耐震診断を行い、その結果の公

表に取り組むとともに、重点化を図りながら着実な耐震化を推進するた冨、具体的な整備プログラム等を作

成することが望ましい。 

法第五条第三項第一号の規定に基づき定めるべき公益上必要な建築物は、地震時における災害応急対策

の拠点となる施設や避難所となる施設等であるが、例えば庁舎、病院、学校の体育館等の公共建築物のほ

か、病院、ホテル・旅館、福祉施設等の民間建築物のうち、災害対策基本法（昭和三十六年法律第二百二

十三号）第二条第十号に規定する地域防災計画や防災に関する計画等において、大規模な地震が発生した

場合においてその利用を確保することが公益上必要な建築物として定められたものについても、積極的に

定めることが考えられる。なお、公益上必要な建築物を定めようとするときは、法第五条第四項の規定に

基づき、あらかじめ、当該建築物の所有者等の意見を勘案し、例えば特別積合せ貨物運送以外の一般貨物

自動車運送事業の用に供する施設である建築物等であって、大規模な地震が発生した場合に公益上必要な

建築物として実際に利用される見込みがないものまで定めることがないよう留意すべきである。 

法第五条第三項第二号又は第三号の規定に基づき定めるべき道路は、沿道の建築物の 壊によって緊急

車両の通行や住民の避難の妨げになるおそれがある道路であるが、例えば緊急輸送道路、避難路、通学路

等避難場所と連絡する道路その他密集市街地内の道路等を定めることが考えられる。特に緊急輸送道路の

うち、市町村の区域を越えて、災害時の拠点施設を連絡する道路であり、災害時における多数の者の円滑

な避難、救急・消防活動の実施、避難者への緊急物資の輸送等の観点から重要な道路については、沿道の

建築物の耐震化を図ることが必要な道路として定めるべきである。 

このうち、現に相当数の建築物が集合し、又は集合することが確実と見込まれる地域を通過する道路、

公園や学校等の重要な避難場所と連絡する道路その他の地域の防災上の観点から重要な道路については、

同項第二号の規定に基づき早期に通行障害建築物の耐震診断を行わせ、耐震化を図ることが必要な道路と

して定めることが考えられる。 

また、通学路等の沿道のブロック塀等の実態把握を進め、住民の避難等の妨げとなるおそれの高い道路

についても、沿道のブロック塀等の耐震化を図ることが必要な道路として定めるべきである。 

改正令の施行の際、現に同号の規定に基づき通行障害既存耐震不適格建築物（耐震不明 建築物である

ものに限る。以下同じ。）に係る耐震診断の結果の報告の期限に関する事項が 都道府県耐震改修促進計画

に記載されている場合においては、必要に応じて、当該都道府 県耐震改修促進計画を速やかに改定し、

建築物の耐震改修の促進に関する法律施行令（平 成七年政令第四百二十九号）第四条第二号に規定する

組積造の塀に係る耐震診断の結果の 報告の期限に関する事項を別に記載すべきである。ただし、やむを

得ない事情により当該 都道府県耐震改修促進計画を速やかに改定することが困難な場合においては、改

正令の施 行の際現に法第五条第三項第二号の規定に基づき当該都道府県耐震改修促進計画に記載さ れ

ている通行障害既存耐震不適格建築物に係る耐震診断の結果の報告の期限に関する事項 は、建築物の耐

震改修の促進に関する法律施行令第四条第一号に規定する建築物に係るも のであるとみなす。また、同

条第二号に規定する組積造の塀については、規則第四条の二 の規定により、地域の実情に応じて、都道

府県知事が耐震診断義務付け対象建築物となる 塀の長さ等を規則で定めることができることに留意すべ

きである。 

さらに、同項第四号の規定に基づく特定優良賃貸住宅に関する事項は、法第二十八条の特例の適用の考

え方等について定めることが望ましい。 

加えて、同項第五号の規定に基づく独立行政法人都市再生機構又は地方住宅供給公社（以下「機構等」

という。）による建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する事項は、機構等が耐震診断及び耐震改修を

行う地域、建築物の種類等について定めることが考えられる。なお、独立行政法人都市再生機構による耐

震診断及び耐震改修の業務及び地域は、原則として都市再生に資するものに限定するとともに、地域にお

ける民間事業者による業務を補完して行うよう留意する。 

ニ 建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及 

    都道府県耐震改修促進計画においては、四を踏まえ、個々の建築物の所在地を識別可能とする程度に詳細
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な地震防災マップの作成について盛り込むとともに、相談窓口の設置、パンフレットの作成・配布、セミ

ナー・講習会の開催、耐震診断及び耐震改修に係る情提供等、啓発及び知識の普及に係る事業について定

めることが望ましい。特に、地震防災マスフの作成及び相談窓口の設置は、都道府県内の全ての市町村に

おいて措置されるよう努めるべきである。 

また、地域における地震時の危険箇所の点検等を通じて、住宅・建築物の耐震化のための啓発活動や危

険なブロック塀の改修・撤去等の取組を行うことが効果的であり、必要に応じ、市町村との役割分担のも

と、町内会や学校等との連携策についても定めるべきである。 

ホ 建築基準法による勧告又は命令等の実施 

法に基づく指導・助言、指示等について、所管行政庁は、優先的に実施すべき建築物の選定及び対応方

針、公表の方法等について定めることが望ましい。 

また、所管行政庁は、法第十二条第三項（法附則第三条第三項において準用する場合を含む。）又は法第

十五条第三項の規定による公表を行ったにもかかわらず、建築物の所有者が耐震改修を行わない場合には、

建築基準法第十条第一項の規定による勧告、同条第二項又は第三項の規定による命令等を実施すべきであ

り、その実施の考え方、方法等について定めることが望ましい。 

２ 市町村耐震改修促進計画の策定に関する基本的な事項 

  イ 市町村耐震改修促進計画の基本的な考え方 

    平成十七年三月に中央防災会議において決定された地震防災戦略において、東海地震及び東南海・南海

地震の被害を受けるおそれのある地方公共団体については地域目標を定めることが要請され、その他の地

域においても減災目標を策定することが必要とされている。こうしたことを踏まえ、法第六条第一項にお

いて、基礎自治体である市町村においても、都道府県耐震改修促進計画に基づき、市町村耐震改修促進計

画を定めるよう努めるものとされたところであり、可能な限り全ての市町村において市町村耐震改修促進

計画が策定されることが望ましい。 

市町村耐震改修促進計画の策定及び改定に当たっては、道路部局、防災部局、衛生部局、観光部局、商

工部局、福祉部局、教育委員会等とも連携するとともに、都道府県の耐震化の目標や施策との整合を図る

ため、都道府県と協議会を設置する等の取組を行いながら、より地域固有の状況に配慮して作成すること

が考えられ、改正令の施行前に市町村耐震改修促進計画を策定しているが、改正令の施行に伴う改定を行

っていない市町村は、改正令の趣旨を踏まえ、できるだけ速やかに改定すべきである。 

また、市町村耐震改修促進計画に基づく施策が効果的に実現できるよう、法に基づく指導、助亘指示等

を行う所管行政庁と十分な調整を行うべきである。 

なお、市町村は、耐震化の進捗状況や新たな施策の実施等にあわせて、適宜、市町村耐震改修促進計画

の見直しを行うことが望ましい。 

ロ 建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標 

    市町村耐震改修促進計画においては、都道府県耐震改修促進計画の目標を踏まえ、各市町村において想

定される地震の規模、被害の状況、建築物の耐震化の現状等を勘案し、目標を定めることを原則とする。

なお、市町村は、定めた目標について、一定期間ごとに検証すべきである。 

    特に耐震診断義務付け対象建築物については、早急に耐震化を促進すべき建築物である。 

このため、市町村耐震改修促進計画に法第六条第三項第一号に定める事項を記載する場合においては早期

に記載するとともに、二２の目標を踏まえ、耐震診断義務付け対象建築物の耐震化の目標を設定すべきで

ある。また、耐震診断の結果の報告を踏まえ、耐震化の状況を検証すべきである。 

    さらに、庁舎、病院、学校等の公共建築物については、関係部局と協力し、可能な限り用途ごとに目標

を設定すべきである。このため、国土交通省は関係省庁と連携を図り、市町村に対し、必要な助言及び情

報提供を行うこととする。 

ハ 建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策 

市町村耐震改修促進計画においては、都道府県、市町村、建築物の所有者等との役割分担の考え方、実

施する事業の方針等基本的な取組方針について定めるとともに、具体的な支援策の概要、安心して耐震改

修等を行うことができるようにするための環境整備、地震時の総合的な安全対策に関する事業の概要等を
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定めることが望ましい。 

また、庁舎、病院、学校等の公共建築物については、関係部局と協力し、耐震診断を行い、その結果の

公表に取り組むとともに、重点化を図りながら着実な耐震化を推進するた寤、具体的な整備プログラム等

を作成することが望ましい。 

法第六条第三項第一号又は第二号の規定に基づき定めるべき道路は、沿道の建築物の倒壊によって緊急

車両の通行や住民の避難の妨げになるおそれがある道路であるが、例え緊急輸送道路、避難路、通学路等

避難場所と連絡する道路その他密集市街地内の道路等を定めることが考えられる。特に緊急輸送道路のう

ち、市町村の区域内において、災害時の拠点施設を連絡する道路であり、災害時における多数の者の円滑

な避難、救急・消防活動の実施、避難者への緊急物資の輸送等の観点から重要な道路については、沿道の

建築物の耐震化を図ることが必要な道路として定めるべきである。 

このうち、現に相当数の建築物が集合し、又は集合することが確実と見込まれる地域を通過する道路、

公園や学校等の重要な避難場所と連絡する道路その他の地域の防災上の点から重要な道路については、同

項第一号の規定に基づき早期に通行障害建築物の耐震診断を行わせ、耐震化を図ることが必要な道路とし

て定めることが考えられる。 

また、通学路等の沿道のブロック塀等の実態把握を進め、住民の避難等の妨げとなるおそれの高い道路

についても、沿道のブロック塀等の耐震化を図ることが必要な道路として定めるべきである。 

改正令の施行の際、現に同号の規定に基づき通行障害既存耐震不適格建築物に係る耐震診断の結果の報

告の期限に関する事項が市町村耐震改修促進計画に記載されている場合においては、必要に応じて、当該

市町村耐震改修促進計画を速やかに改定し、建築物の耐震改修の促進に関する法律施行令第四条第二号に

規定する組積造の塀に係る耐震診断の結果の報告の期限に関する事項を別に記載すべきである。ただし、

やむを得ない事情により当該市町村耐震改修促進計画を速やかに改定することが困難な場合においては、

改正令の施行の際現に法第六条第三項第一号の規定に基づき当該市町村耐震改修促進計画に記載されてい

る通行障害既存耐震不適格建築物に係る耐震診断の結果の報告の期限に関する事項は、建築物の耐震改修

の促進に関する法律施行令第四条第一号に規定する建築物に係るものであるとみなす。また、同条第二号

に規定する組積造の塀については、地域の実情に応じて、市町村長が耐震診断義務付け対象建築物となる

塀の長さ等を規則で定めることができることに留意すべきである。 

ニ 建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及 

    市町村耐震改修促進計画においては、四を踏まえ、個々の建築物の所在地を識別可能とする程度に詳細

な地震防災マスフの作成について盛り込むとともに、相談窓口の設置、パンフレットの作成・配布、セミ

ナー・講習会の開催、耐震診断及び耐震改修に係る情報提供等、啓発及び知識の普及に係る事業について

定めることが望ましい。特に、地震防災マップの作成及び相談窓口の設置は、全ての市町村において措置

されるよう努めるべきである。 

 

また、地域における地震時の危険箇所の点検等を通じて、住宅・建築物の耐震化のための啓発活動や危

険なブロック塀の改修・撤去等の取組を行うことが効果的であり、必要に応じ、町内会や学校等との連携

策についても定めるべきである。 

  ホ （略） 

 ３ （略） 

   ―（別添）建築物の耐震診断及び耐震改修の実施について技術上の指針となるべき事項：省略 

    ＜ACSES事務局＞― 

附 則 

 この告示は、公布の日から施行する。 

-------------------- 

◇雇用保険法施行規則の一部を改正する省令（厚生労働省令第 193号）         上記 [2] 関係 

   [官報] 令和 3年 12月 21日 号外 第 285号 1～5頁 
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   https://kanpou.npb.go.jp/20211221/20211221g00285/20211221g002850001f.html 

〇厚生労働省令第 193号 

雇用保険法（昭和四十九年法律第百十六号）第六十二条第二項の規定に基づき、雇用保険法施行規則の一部を

改正する省令を次のように定める。 

令和 3年 12月 21日                       厚生労働大臣  後藤 茂之 

雇用保険法施行規則の一部を改正する省令 

雇用保険法施行規則（昭和五十年労働省令第三号）の一部を次の表のように改正する。 

（傍線部分は改正部分）  

  改 正 後 改 正 前 

   附 則 

第十五条の四の三 第百二条の三第一項第一号イに該

当する事業主であつて、同項第二号イ⑴の対象期間

（以下この条において「対象期間」という。）の初日

が令和二年一月二十四日から令和四年三月三十一日

までの間にあり、かつ、新型コロナウイルス感染症に

伴う経済上の理由により、急激に事業活動の縮小を余

儀なくされたもの（以下この条において「新型コロナ

ウイルス感染症関係事業主」という。）に係る対象期

間（以下この条において「新型コロナウイルス感染症

特例対象期間」という。）については、第百二条の三

第三項ただし書の規定は、適用 

しない。 

２ (略) 

３ 新型コロナウイルス感染症関係事業主に係る第百二

条の三第一項第二号の規定の適用については、同号イ

中「⑸に規定する判定基礎期間の初日の前日において

当該事業主に被保険者として継続して雇用された期

間が六箇月未満である被保険者、解雇を予告された被

保険者等」とあるのは「解雇を予告された被保険者等」

と、同号イ⑴(i)中「当該事業主が指定した日（前号

イに該当するものとして過去に雇用調整助成金の支

給を受けたことがある事業主にあつては、当該指定し

た日が当該事業主の直前の対象期間の満了の日の翌

日から起算して一年を超えているものに限る。）から

起算して一年」とあるのは「当該事業主が指定した日

から起算して一年（当該事業主が指定した日が令和二

年一月二十四日から令和三年三月三十一日までの間

にある場合は、当該事業主が指定した日から令和四年

三月三十一日まで）」と、同号ロ中「出向をした日の

前日において当該事業所の事業主に被保険者として

継続して雇用された期間が六箇月未満である被保険

者、解雇を予告された被保険者等」とあるのは「解雇

を予告された被保険者等」とする。 

４ 休業等を行う新型コロナウイルス感染症関係事業

主については、第百二条の三第一項第三号の規定は、

   附 則 

第十五条の四の三 第百二条の三第一項第一号イに該

当する事業主であつて、同項第二号イ⑴の対象期間

（以下この条において「対象期間」という。）の初日

が令和二年一月二十四日から令和三年十二月三十一

日までの間にあり、かつ、新型コロナウイルス感染

症に伴う経済上の理由により、急激に事業活動の縮

小を余儀なくされたもの（以下この条において「新

型コロナウイルス感染症関係事業主」という。）に係

る対象期間（以下この条において「新型コロナウイ

ルス感染症特例対象期間」という。）については、第

百二条の三第三項ただし書の規定は、適用しない。 

２ (略) 

３ 新型コロナウイルス感染症関係事業主に係る第百

二条の三第一項第二号の規定の適用については、同

号イ中「⑸に規定する判定基礎期間の初日の前日に

おいて当該事業主に被保険者として継続して雇用さ

れた期間が六箇月未満である被保険者、解雇を予告

された被保険者等」とあるのは「解雇を予告された

被保険者等」と、同号イ⑴(i)中「当該事業主が指定

した日（前号イに該当するものとして過去に雇用調

整助成金の支給を受けたことがある事業主にあつて

は、当該指定した日が当該事業主の直前の対象期間

の満了の日の翌日から起算して一年を超えているも

のに限る。）から起算して一年」とあるのは「当該事

業主が指定した日から起算して一年（当該事業主が

指定した日が令和二年一月二十四日から同年十二月

三十一日までの間にある場合は、当該事業主が指定

した日から令和三年十二月三十一日まで）」と、同号

ロ中「出向をした日の前日において当該事業所の事

業主に被保険者として継続して雇用された期間が六

箇月未満である被保険者、解雇を予告された被保険

者等」とあるのは「解雇を予告された被保険者等」

とする。 

４ 新型コロナウイルス感染症に際し休業等を行う新

型コロナウイルス感染症関係事業主については、第
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適用しない。 

５ 新型コロナウイルス感染症関係事業主が行う第百二

条の三第一項第二号イに規定する対象被保険者の令

和二年四月一日から令和三年四月三十日までの期間

中に同号イ⑸ に規定する判定基礎期間（以下この条

において「判定基礎期間」という。）の初日がある休

業等については、同条第二項第一号の規定にかかわら

ず、当該休業等に係る同号の規定により対象被保険者

に支払つた手当又は賃金の額に相当する額として算

定した額の三分の二（中小企業事業主にあつては、五

分の四）の額（その額を当該手当の支払の基礎となつ

た日数で除して得た額が一万五千円を超えるときは、

当該額に当該日数を乗じて得た額）に同条第一項第二

号イに規定する教育訓練を実施した日数に応じた訓

練費（以下この条において「訓練費」という。）を加

算した額を支給するものとする。 

６ 新型コロナウイルス感染症関係事業主が行う第百二

条の三第一項第二号イに規定する対象被保険者の令

和三年五月一日から令和四年三月三十一日までの期

間中に判定基礎期間の初日がある休業等については、

同条第二項第一号の規定にかかわらず、次の各号に掲

げる休業等の区分に応じて、当該各号に定める額を支

給するものとする。 

 

 

 

 

 

一 令和三年五月一日から同年十二月三十一日まで

の期間中に判定基礎期間の初日がある休業等 当該

休業等に係る第百二条の三第二項第一号の規定に

より対象被保険者に支払つた手当又は賃金の額に

相当する額として算定した額の三分の二（中小企業

事業主にあつては、五分の四） の額（その額を当

該手当の支払の基礎となつた日数で除して得た額

が一万三千五百円を超えるときは、一万三千五百円

に当該日数を乗じて得た額）に訓練費を加算した額 

二 令和四年一月一日から同年二月二十八日までの

期間中に判定基礎期間の初日がある休業等 当該休

業等に係る第百二条の三第二項第一号の規定によ

り対象被保険者に支払つた手当又は賃金の額に相

当する額として算定した額の三分の二（中小企業事

業主にあつては、五分の四）の額（その額を当該手

当の支払の基礎となつた日数で除して得た額が一

万一千円を超えるときは、一万一千円に当該日数を

百二条の三第一項第三号の規定は、適用しない。 

５ 新型コロナウイルス感染症に際し新型コロナウイ

ルス感染症関係事業主が行う第百二条の三第一項第

二号イに規定する対象被保険者の令和二年四月一日

から令和三年四月三十日までの期間中の休業等につ

いては、同条第二項第一号の規定にかかわらず、当

該休業等に係る同号の規定により対象被保険者に支

払つた手当の額又は賃金の額に相当する額として算

定した額の三分の二（中小企業事業主にあつては、

五分の四）の額（その額を当該手当の支払の基礎と

なつた日数で除して得た額が一万五千円を超えると

きは、当該額に当該日数を乗じて得た額）を支給す

るものとする。 

 

 

 

６ 新型コロナウイルス感染症に際し新型コロナウイ

ルス感染症関係事業主が行う第百二条の三第一項第

二号イに規定する対象被保険者の令和三年五月一日

から同年十二月三十一日までの期間中の休業等につ

いては、同条第二項第一号の規定にかかわらず、当

該休業等に係る同号の規定により対象被保険者に支

払つた手当の額又は賃金の額に相当する額として算

定した額の三分の二（中小企業事業主にあつては、

五分の四） の額（その額を当該手当の支払の基礎と

なつた日数で除して得た額が一万三千五百円を超え

るときは、当該額に当該日数を乗じて得た額）を支

給するものとする。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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乗じて得た額）に訓練費を加算した額 

三 令和四年三月一日から同月三十一日までの期間

中に判定基礎期間の初日がある休業等 当該休業等

に係る第百二条の三第二項第一号の規定により対

象被保険者に支払つた手当又は賃金の額に相当す

る額として算定した額の三分の二（中小企業事業主

にあつては、五分の四）の額（その額を当該手当の

支払の基礎となつた日数で除して得た額が九千円

を超えるときは、九千円に当該日数を乗じて得た

額） に訓練費を加算した額 

７ 新型コロナウイルス感染症関係事業主であつて次

の各号のいずれにも該当するものに対する第五項の

規定の適用については、同項中「三分の二（中小企業

事業主にあつては、五分の四）」とあるのは、「四分の

三（中小企業事業主にあつては、十分の十）」とする。 

 

一 令和二年一月二十四日から判定基礎期間の末日

までの間（次号において「基準期間」という。）に

おいて、第百二条の三第一項第一号イの事業所の労

働者（日雇労働者を除く。）を解雇した事業主（労

働者の責めに帰すべき理由により解雇した事業主

を除く。）以外の事業主であること。 

 

 二（略）  

８ 新型コロナウイルス感染症関係事業主であつて次

の各号のいずれにも該当するものに対する第六項の

規定の適用については、同項中「三分の二（中小企業

事業主にあつては、五分の四）」とあるのは、「四分の

三（中小企業事業主にあつては、十分の九）」とする。 

 

一 令和三年一月八日（当該事業主が行つた休業等が

第六項第一号に該当する場合は、令和二年一月二十

四日）から判定基礎期間の末日までの間（次号にお

いて「基準期間」という。）において、第百二条の

三第一項第一号イの事業所の労働者（日雇労働者を

除く。）を解雇した事業主（労働者の責めに帰すべ

き理由により解雇した事業主を除く。）以外の事業

主であること。 

二 第百二条の三第一項第一号イの事業所において

役務の提供を行つていた派遣労働者又は期間の定

めのある労働契約を締結する労働者であつて基準

期間内に離職したものの数等から判断して、適正な

雇用管理を行つていると認められる事業主である

こと。 

９ 新型コロナウイルス感染症関係事業主のうち中小

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 新型コロナウイルス感染症関係事業主であつて次

の各号のいずれにも該当するものに対する第五項の

規定の適用については、同項中「三分の二（中小企

業事業主にあつては、五分の四）」とあるのは、「四

分の三（中小企業事業主にあつては、十分の十）」と

する。 

一 令和二年一月二十四日から第百二条の三第一項

第二号イ�に規定する判定基礎期間の末日までの

間（次号において「基準期間」という。）において、

同項第一号イの事業所の労働者（日雇労働者を除

く。）を解雇した事業主（労働者の責めに帰すべき

理由により解雇した事業主を除く。）以外の事業主

であること。 

二 （略） 

８ 新型コロナウイルス感染症関係事業主であつて前

項各号のいずれにも該当するものに対する第六項の

規定の適用については、同項中「三分の二（中小企

業事業主にあつては、五分の四）」とあるのは、「四

分の三（中小企業事業主にあつては、十分の九）」と

する。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

９  新型コロナウイルス感染症に際し新型コロナウ
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企業事業主が行う第百二条の三第一項第二号イに規

定する対象被保険者の令和三年一月八日から同年四

月三十日までの期間中に判定基礎期間の初日がある

休業等については、同条第二項第一号並びにこの条第

五項、第十一項、第十三項及び第十五項の規定にかか

わらず、当該休業等に係る同号の規定により対象被保

険者に支払つた手当又は賃金の額に相当する額とし

て算定した額の五分の四の額（その額を当該手当の支

払の基礎となつた日数で除して得た額が一万五千円

を超えるときは、当該額に当該日数を乗じて得た額）

に訓練費を加算した額を支給するものとする。 

10 前項の事業主であつて次の各号のいずれにも該当

するものに対する同項の規定の適用については、同項

中「五分の四」とあるのは、「十分の十」とする。 

一 令和三年一月八日から判定基礎期間の末日まで

の間（次号において「基準期間」という。）におい

て、第百二条の三第一項第一号イの事業所の労働者

（日雇労働者を除く。）を解雇した事業主（労働者

の責めに帰すべき理由により解雇した事業主を除

く。）以外の事業主であること。 

 

二 （略） 

11 新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成二十四

年法律第三十一号。以下この項及び第十三項並びに第

十七条の二の五第二項第二号において「特措法」とい

う。）第三十二条第一項に規定する新型インフルエン

ザ等緊急事態宣言に係る同項第二号に掲げる区域（以

下この項及び第十七条の二の五第二項第二号におい

て「対象区域」という。）の属する都道府県の知事が

対象区域について特措法第三十二条第一項第一号に

掲げる期間に特措法第十八条第一項に規定する基本

的対処方針（第十三項において「基本的対処方針」と

いう。）に沿つて行う新型インフルエンザ等対策特別

措置法施行令（平成二十五年政令第百二十二号。第十

三項において「特措法施行令」という。）第十一条第

一項に規定する施設における休業、営業時間の変更、

当該施設の収容率若しくは当該施設を利用できる人

数の制限又は飲食物の提供を控えることその他職業

安定局長が定める措置の実施の要請を受けて、新型コ

ロナウイルス感染症関係事業主が行つた第百二条の

三第一項第二号イに規定する対象被保険者の当該期

間中に判定基礎期間の初日がある休業等（令和三年一

月八日から令和四年三月三十一日までに行つたもの

であつて、対象区域にある施設におけるものに限る。

以下この項において同じ。）及び当該休業等を行つた

イルス感染症関係事業主のうち中小企業事業主が行

う第百二条の三第一項第二号イに規定する対象被保

険者の令和三年一月八日から同年四月三十日までの

期間中の休業等については、同条第二項第一号並び

にこの条第五項、第十一項、第十三項及び第十五項

の規定にかかわらず、当該休業等に係る同号の規定

により対象被保険者に支払つた手当の額又は賃金の

額に相当する額として算定した額の五分の四の額

（その額を当該手当の支払の基礎となつた日数で除

して得た額が一万五千円を超えるときは、当該額に

当該日数を乗じて得た額）を支給するものとする。 

10 前項の事業主であつて次の各号のいずれにも該当

するものに対する前項の規定の適用については、同

項中「五分の四」とあるのは、「十分の十」とする。 

一 令和三年一月八日から第百二条の三第一項第二

号イ⑸に規定する判定基礎期間の末日までの間

（次号において「基準期間」という。）において、

同項第一号イの事業所の労働者（日雇労働者を除

く。）を解雇した事業主（労働者の責めに帰すべき

理由により解雇した事業主を除く。）以外の事業主

であること。 

二 （略） 

11 新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成二十

四年法律第三十一号。以下この項及び第十三項並び

に第十七条の二の五第二項第二号において「特措法」

という。）第三十二条第一項に規定する新型インフル

エンザ等緊急事態宣言に係る同項第二号に掲げる区

域（以下この項及び第十七条の二の五第二項第二号

において「対象区域」という。）の属する都道府県の

知事が対象区域について同項第一号に掲げる期間に

特措法第十八条第一項に規定する基本的対処方針

（第十三項において「基本的対処方針」という。）に

沿つて行う新型インフルエンザ等対策特別措置法施

行令（平成二十五年政令第百二十二号。第十三項に

おいて「特措法施行令」という。）第十一条第一項に

規定する施設における休業、営業時間の変更、当該

施設の収容率若しくは当該施設を利用できる人数の

制限又は飲食物の提供を控えることその他職業安定

局長が定める措置の実施の要請を受けて、新型コロ

ナウイルス感染症関係事業主が新型コロナウイルス

感染症に際し行つた第百二条の三第一項第二号イに

規定する対象被保険者の当該期間中の休業等（令和

三年一月八日から同年十二月三十一日までに行つた

ものであつて、対象区域にある施設におけるものに

限る。以下この項において同じ。）及び当該休業等を
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事業主が行つた同号イに規定する対象被保険者の当

該期間の末日の翌日から当該期間の末日の属する月

の翌月の末日までの期間中に判定基礎期間の初日が

ある当該要請を受けた施設における休業等に対する

第六項の適用については、同項第一号中「三分の二（中

小企業事業主にあつては、五分の四）」とあるのは「五

分の四」と、「一万三千五百円」とあるのは「一万五

千円」と、同項第二号中「三分の二（中小企業事業主

にあつては、五分の四）」とあるのは「五分の四」と、

「一万一千円」とあるのは「一万五千円」と、同項第

三号中「三分の二（中小企業事業主にあつては、五分

の四）」とあるのは「五分の四」と、「九千円」とある

のは「一万五千円」とする。 

12 前項の事業主であつて第十項各号のいずれにも該当

するものに対する前項の規定の適用については、同項

中「「五分の四」」とあるのは、「「十分の十」」とする。 

13 特措法第三十一条の四第一項第二号に掲げる区域

のうち職業安定局長が定める区域（以下この項におい

て「重点区域」という。）の属する都道府県の知事が

特措法第三十一条の六第一項に基づき定める期間及

び区域（重点区域にあるものに限る。）において基本

的対処方針に沿つて行う特措法施行令第十一条第一

項に規定する施設における営業時間の変更、当該施設

の収容率若しくは当該施設を利用できる人数の制限

又は飲食物の提供を控えることその他職業安定局長

が定める措置の実施の要請を受けて、新型コロナウイ

ルス感染症関係事業主が行つた第百二条の三第一項

第二号イに規定する対象被保険者の当該期間中に判

定基礎期間の初日がある休業等（令和四年三月三十一

日までに行つたものであつて、重点区域にある施設に

おけるものに限る。以下この項において同じ。）及び

当該休業等を行つた事業主が行つた同号イに規定す

る対象被保険者の当該期間の末日の翌日から当該期

間の末日の属する月の翌月の末日までの期間中に判

定基礎期間の初日がある当該要請を受けた施設にお

ける休業等に対する第六項の適用については、同項第

一号中「三分の二（中小企業事業主にあつては、五分

の四）」とあるのは「五分の四」と、「一万三千五百円」

とあるのは「一万五千円」と、同項第二号中「三分の

二（中小企業事業主にあつては、五分の四）」とある

のは「五分の四」と、「一万一千円」とあるのは「一

万五千円」と、同項第三号中「三分の二（中小企業事

業主にあつては、五分の四）」とあるのは「五分の四」

と、「九千円」とあるのは「一万五千円」とする。 

14  前項の事業主であつて第十項各号のいずれにも該

行つた事業主が新型コロナウイルス感染症に際し行

つた同号イに規定する対象被保険者の当該期間の末

日の翌日から当該期間の末日の属する月の翌月の末

日までの期間中の当該要請を受けた施設における休

業等については、同条第二項第一号及びこの条第五

項及び第六項の規定にかかわらず、当該休業等に係

る第百二条の三第二項第一号の規定により対象被保

険者に支払つた手当の額又は賃金の額に相当する額

として算定した額の五分の四の額（その額を当該手

当の支払の基礎となつた日数で除して得た額が一万

五千円を超えるときは、当該額に当該日数を乗じて

得た額）を支給するものとする。 

 

12 前項の事業主であつて第十項各号のいずれにも該当

するものに対する前項の規定の適用については、同

項中「五分の四」とあるのは、「十分の十」とする。 

13 特措法第三十一条の四第一項第二号に掲げる区域

のうち職業安定局長が定める区域（以下この項にお

いて「重点区域」という。）の属する都道府県の知事

が特措法第三十一条の六第一項に基づき定める期間

及び区域（重点区域にあるものに限る。）において基

本的対処方針に沿つて行う特措法施行令第十一条第

一項に規定する施設における営業時間の変更、当該

施設の収容率若しくは当該施設を利用できる人数の

制限又は飲食物の提供を控えることその他職業安定

局長が定める措置の実施の要請を受けて、新型コロ

ナウイルス感染症関係事業主が新型コロナウイルス

感染症に際し行つた第百二条の三第一項第二号イに

規定する対象被保険者の当該期間中の休業等（令和

三年十二月三十一日までに行つたものであつて、重

点区域にある施設におけるものに限る。以下この項

において同じ。）及び当該休業等を行つた事業主が新

型コロナウイルス感染症に際し行つた同号イに規定

する対象被保険者の当該期間の末日の翌日から当該

期間の末日の属する月の翌月の末日までの期間中の

当該要請を受けた施設における休業等については、

同条第二項第一号並びにこの条第五項及び第六項の

規定にかかわらず、当該休業等に係る第百二条の三

第二項第一号の規定により対象被保険者に支払つた

手当の額又は賃金の額に相当する額として算定した

額の五分の四の額（その額を当該手当の支払の基礎

となつた日数で除して得た額が一万五千円を超える

ときは、当該額に当該日数を乗じて得た額）を支給

するものとする。 

14 前項の事業主であつて第十項各号のいずれにも該
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当するものに対する前項の規定の適用については、同

項中「「五分の四」」とあるのは、「「十分の十」」とす

る。 

15 新型コロナウイルス感染症関係事業主であつて、特

に業況が悪化しているものとして職業安定局長が定

める要件に該当するものが行う第百二条の三第一項

第二号イに規定する対象被保険者の令和三年一月八

日から令和四年三月三十一日までの期間中に判定基

礎期間の初日がある休業等に対する第六項の適用に

ついては、同項第一号中「三分の二（中小企業事業主

にあつては、五分の四）」とあるのは「五分の四」と、

「一万三千五百円」とあるのは「一万五千円」と、同

項第二号中「三分の二（中小企業事業主にあつては、

五分の四）」とあるのは「五分の四」と、「一万一千円」

とあるのは「一万五千円」と、同項第三号中「三分の

二（中小企業事業主にあつては、五分の四）」とある

のは「五分の四」と、「九千円」とあるのは「一万五

千円」とする。 

16 前項の事業主であつて第十項各号のいずれにも該

当するものに対する前項の規定の適用については、同

項中「「五分の四」」とあるのは、「「十分の十」」とす

る。 

17 新型コロナウイルス感染症関係事業主が行う第百

二条の三第一項第二号イに規定する対象被保険者の

休業等に係る同号及び同条第三項の規定の適用につ

いては、同号イ⑵(i)中「行われるもの」とあるのは

「行われるもの若しくは労働者の雇用の安定を図る

ために必要なものとして職業安定局長が定めるもの」

と、同号イ⑸中「十五分の一」とあるのは「三十分の

一」と、「二十分の一」とあるのは「四十分の一」と、

「以上となるもの」とあるのは「以上となるもの又は

これに準ずるものとして職業安定局長が定める要件

に該当するもの」と、同項本文中「百日」とあるのは

「百日に令和二年四月一日から令和四年三月三十一

日までの期間中に判定基礎期間の初日がある休業等

の実施日数を加えた日数」とする。 

18 新型コロナウイルス感染症関係事業主が行う第百

二条の三第一項第二号イに規定する対象被保険者の

令和二年四月一日から令和四年三月三十一日までの

期間中に判定基礎期間の初日がある教育訓練に係る

同号の適用については、同号イ⑵(ⅱ)中「所定労働時

間内に行われるものであつてその受講日において当

該対象被保険者を業務に就かせないものであるこ

と。」とあるのは、「所定労働時間内に行われるもので

あること。」とする。 

当するものに対する前項の規定の適用については、

同項中「五分の四」とあるのは、「十分の十」とする。 

 

15 新型コロナウイルス感染症関係事業主のうち、新

型コロナウイルス感染症に際し特に業況が悪化して

いるものとして職業安定局長が定める要件に該当す

るものが行う第百二条の三第一項第二号イに規定す

る対象被保険者の令和三年一月八日から同年十二月

三十一日までの期間中の休業等については、同条第

二項第一号並びにこの条第五項及び第六項の規定に

かかわらず、当該休業等に係る第百二条の三第二項

第一号の規定により対象被保険者に支払つた手当の

額又は賃金の額に相当する額として算定した額の五

分の四の額（その額を当該手当の支払の基礎となつ

た日数で除して得た額が一万五千円を超えるとき

は、当該額に当該日数を乗じて得た額）を支給する

ものとする。 

 

16 前項の事業主であつて第十項各号のいずれにも該

当するものに対する前項の規定の適用については、

同項中「五分の四」とあるのは、「十分の十」とする。 

 

17 新型コロナウイルス感染症に際し新型コロナウイ

ルス感染症関係事業主が行う第百二条の三第一項第

二号イに規定する対象被保険者の休業等に係る同号

及び同条第三項の規定の適用については、同号イ⑵

(i)中「行われるもの」とあるのは「行われるもの若

しくは労働者の雇用の安定を図るために必要なもの

として職業安定局長が定めるもの」と、同号イ⑸中

「十五分の一」とあるのは「三十分の一」と、「二十

分の一」とあるのは「四十分の一」と、「以上となる

もの」とあるのは「以上となるもの又はこれに準ず

るものとして職業安定局長が定める要件に該当する

もの」と、同項中「百日」とあるのは「百日に令和

二年四月一日から令和三年十二月三十一日までの期

間中の休業等の実施日数を加えた日数」とする 

18 新型コロナウイルス感染症に際し新型コロナウイ

ルス感染症関係事業主が行う第百二条の三第一項第

二号イに規定する対象被保険者の令和二年四月一日

から令和三年十二月三十一日までの期間中の教育訓

練に係る同号の適用については、同号イ⑵(ⅱ)中「所

定労働時間内に行われるものであつてその受講日に

おいて当該対象被保険者を業務に就かせないもので

あること。」とあるのは、「所定労働時間内に行われ

るものであること。」とする。 
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19 新型コロナウイルス感染症関係事業主が行う第百二

条の三第一項第二号ロに規定する出向対象被保険者

の令和二年四月一日から令和四年三月三十一日まで

の期間中の出向に係る同号の規定の適用については、

同号ロ�中「三箇月」とあるのは、「一箇月」とする。 

 

20 （略） 

第十七条の五の二 附則第十五条の四の三第五項及び

第六項に規定する期間に判定基礎期間の初日がある

休業等を行つた事業主に対する第百二条の三第一項

の雇用調整助成金の支給について、附則第十五条の四

の三の規定による支給を受ける場合における第百二

十条の二第一項及び第二項の規定の適用については、

同条第一項及び第二項中「支給しないものとする」と

あるのは、「支給しないものとする。ただし、附則第

十五条の四の三第五項及び第六項に規定する期間に

判定基礎期間の初日がある休業等について、職業安定

局長が必要があると認めるときは、別段の定めをする

ことができる」とする。 

19 新型コロナウイルス感染症に際し新型コロナウイル

ス感染症関係事業主が行う第百二条の三第一項第二

号ロに規定する出向対象被保険者の令和二年四月一

日から令和三年十二月三十一日までの期間中の出向

に係る同号の規定の適用については、同号ロ�中「三

箇月」とあるのは、「一箇月」とする。 

20 （略） 

第十七条の五の二 附則第十五条の四の三第五項及び

第六項に規定する期間における第百二条の三第一項

の雇用調整助成金の支給について、附則第十五条の

四の三の規定による支給を受ける場合における第百

二十条の二第一項及び第二項の規定の適用について

は、同条第一項及び第二項中「支給しないものとす

る」とあるのは、「支給しないものとする。ただし、

附則第十五条の四の三第五項及び第六項に規定する

期間について、職業安定局長が必要があると認める

ときは、別段の定めをすることができる」とする。 

附 則 

この省令は、公布の日から施行する。 

---------- 

◇新型コロナウイルス感染症等の影響に対応するための雇用保険法の臨時特例等に関する法律施行規則の一部

を改正する省令（厚生労働省令第 194号）                      上記 [2] 関係 

   [官報] 令和 3年 12月 21日 号外 第 285号 5～7頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20211221/20211221g00285/20211221g002850005f.html 

〇厚生労働省令第 194号 

新型コロナウイルス感染症等の影響に対応するための雇用保険法の臨時特例等に関する法律（令和二年法律第

五十四号）第八条の規定に基づき、新型コロナウイルス感染症等の影響に対応するための雇用保険法の臨時特例

等に関する法律施行規則の一部を改正する省令を次のように定める。 

令和 3年 12月 21日                        厚生労働大臣  後藤 茂之 

新型コロナウイルス感染症等の影響に対応するための雇用保険法の臨時特例等に関する法律施行規則の一

部を改正する省令 

新型コロナウイルス感染症等の影響に対応するための雇用保険法の臨時特例等に関する法律施行規則（令和二

年厚生労働省令第百二十五号）の一部を次の表のように改正する。 

（傍線部分は改正部分）  

改 正 後 改 正 前 

（新型コロナウイルス感染症対応休業支援金） 

第三条 新型コロナウイルス感染症対応休業支援金

（法第四条に規定する新型コロナウイルス感染症対

応休業支援金をいう。以下同じ。）は、令和二年四月

一日から令和四年三月三十一日までの間（附則第二

条において「対象期間」という。）に新型コロナウイ

ルス感染症等の影響（法第三条第一項第三号に規定

する新型コロナウイルス感染症等の影響をいう。附

（新型コロナウイルス感染症対応休業支援金） 

第三条 新型コロナウイルス感染症対応休業支援金

（法第四条に規定する新型コロナウイルス感染症対

応休業支援金をいう。以下同じ。）は、令和二年四月

一日から令和三年十二月三十一日までの間（附則第

二条において「対象期間」という。）に新型コロナウ

イルス感染症等の影響（法第三条第一項第三号に規

定する新型コロナウイルス感染症等の影響をいう。
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則第二条において同じ。）により事業主が休業させ、

その休業させられている期間の全部又は一部につい

て賃金の支払を受けることができなかった雇用保険

法第四条第一項に規定する被保険者であって、中小

事業主（その資本金の額又は出資の総額が三億円（小

売業又はサービス業を主たる事業とする事業主につ

いては五千万円、卸売業を主たる事業とする事業主

については一億円）を超えない事業主及びその常時

雇用する労働者の数が三百人（小売業を主たる事業

とする事業主については五十人、卸売業又はサービ

ス業を主たる事業とする事業主については百人）を

超えない事業主をいう。附則第二条において同じ。）

に雇用されるものに対して支給するものとする。 

 

２ (略) 

３ 新型コロナウイルス感染症対応休業支援金は、第

一項に規定する被保険者の賃金日額（休業を開始し

た月前六月のうちいずれかの三月に支払われた賃金

（賞与を除く。）の総額を九十で除して得た額をい

う。）に百分の八十を乗じて得た額（当該額が次の各

号に掲げる休業させられている期間の区分に応じ、

当該各号に定める額を超えるときは、その額）を日

額とする。 

 一・二 (略) 

 三 令和四年一月一日から同年三月三十一日までの

間八千二百六十五円 

４～10 (略) 

   附 則 

第三条 新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成

二十四年法律第三十一号）第三十一条の四第一項第

二号に掲げる区域のうち職業安定局長が定める区域

（以下この条において「重点区域」という。）の属す

る都道府県の知事が同法第三十一条の六第一項に基

づき定める期間及び区域（重点区域にあるものに限

る。）において同法第十八条第一項に規定する基本的

対処方針に沿って行う新型インフルエンザ等対策特

別措置法施行令第十一条第一項に規定する施設にお

ける営業時間の変更、当該施設の収容率若しくは当

該施設を利用できる人数の制限又は飲食物の提供を

控えることその他職業安定局長が定める措置の実施

の要請を受けて、令和三年五月一日から令和四年三

月三十一日までの間に事業主が休業させ、その休業

させられている期間の全部又は一部について賃金の

支払を受けることができなかった第三条第一項又は

前条第一項に規定する被保険者であって、当該要請

附則第二条において同じ。）により事業主が休業さ

せ、その休業させられている期間の全部又は一部に

ついて賃金の支払を受けることができなかった雇用

保険法第四条第一項に規定する被保険者であって、

中小事業主（その資本金の額又は出資の総額が三億

円（小売業又はサービス業を主たる事業とする事業

主については五千万円、卸売業を主たる事業とする

事業主については一億円）を超えない事業主及びそ

の常時雇用する労働者の数が三百人（小売業を主た

る事業とする事業主については五十人、卸売業又は

サービス業を主たる事業とする事業主については百

人）を超えない事業主をいう。附則第二条において

同じ。）に雇用されるものに対して支給するものとす

る。 

２ (略) 

３ 新型コロナウイルス感染症対応休業支援金は、第

一項に規定する被保険者の賃金日額（休業を開始し

た月前六月のうちいずれかの三月に支払われた賃金

（賞与を除く。）の総額を九十で除して得た額をい

う。）に百分の八十を乗じて得た額（当該額が次の各

号に掲げる休業させられている期間の区分に応じ、

当該各号に定める額を超えるときは、その額）を日

額とする。 

 一・二 (略) 

 (新設) 

 

４～10 (略) 

   附 則 

第三条 新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成

二十四年法律第三十一号）第三十一条の四第一項第

二号に掲げる区域のうち職業安定局長が定める区域

（以下この条において「重点区域」という。）の属す

る都道府県の知事が同法第三十一条の六第一項に基

づき定める期間及び区域（重点区域にあるものに限

る。）において同法第十八条第一項に規定する基本的

対処方針に沿って行う新型インフルエンザ等対策特

別措置法施行令第十一条第一項に規定する施設にお

ける営業時間の変更、当該施設の収容率若しくは当

該施設を利用できる人数の制限又は飲食物の提供を

控えることその他職業安定局長が定める措置の実施

の要請を受けて、令和三年五月一日から同年十二月

三十一日までの間に事業主が休業させ、その休業さ

せられている期間の全部又は一部について賃金の支

払を受けることができなかった第三条第一項又は前

条第一項に規定する被保険者であって、当該要請の



ACSES ニュースレター_２２３２_20211222 

 23 

の対象となる施設（重点区域にあるものに限る。）に

おいて役務の提供を行うものに対する第三条第三項

（前条第一項の規定により読み替えて適用する場合

を含む。）の規定の適用については、令和三年五月一

日から令和四年三月三十一日までの間のうち、当該

期間の初日の属する月の初日から当該期間の末日の

属する月の翌月の末日までの間に限り、第三条第三

項中「次の各号に掲げる休業させられている期間の

区分に応じ、当該各号に定める額」とあるのは、「第

一号に定める額」とする。 

２ 新型インフルエンザ等対策特別措置法第三十二条

第一項に規定する新型インフルエンザ等緊急事態宣

言に係る同項第二号に掲げる区域（以下この項にお

いて「対象区域」という。）の属する都道府県の知事

が対象区域について同項第一号に掲げる期間に同法

第十八条第一項に規定する基本的対処方針に沿って

行う新型インフルエンザ等対策特別措置法施行令第

十一条第一項に規定する施設における休業、営業時

間の変更、当該施設の収容率若しくは当該施設を利

用できる人数の制限又は飲食物の提供を控えること

その他職業安定局長が定める措置の実施の要請を受

けて、令和三年五月一日から令和四年三月三十一日

までの間に事業主が休業させ、その休業させられて

いる期間の全部又は一部について賃金の支払を受け

ることができなかった第三条第一項又は前条第一項

に規定する被保険者であって、当該要請の対象とな

る施設（対象区域にあるものに限る。）において役務

の提供を行うものに対する第三条第三項（前条第一

項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の

規定の適用については、前項の規定にかかわらず、

令和三年五月一日から令和四年三月三十一日までの

間のうち、当該期間の初日の属する月の初日から当

該期間の末日の属する月の翌月の末日までの間に限

り、第三条第三項中「次の各号に掲げる休業させら

れている期間の区分に応じ、当該各号に定める額」

とあるのは、「第一号に定める額」とする。 

対象となる施設（重点区域にあるものに限る。）にお

いて役務の提供を行うものに対する第三条第三項

（前条第一項の規定により読み替えて適用する場合

を含む。）の規定の適用については、令和三年五月一

日から同年十二月三十一日までの間のうち、当該期

間の初日の属する月の初日から当該期間の末日の属

する月の翌月の末日までの間に限り、第三条第三項

中「次の各号に掲げる休業させられている期間の区

分に応じ、当該各号に定める額」とあるのは、「第一

号に定める額」とする。 

２ 新型インフルエンザ等対策特別措置法第三十二条

第一項に規定する新型インフルエンザ等緊急事態宣

言に係る同項第二号に掲げる区域（以下この項にお

いて「対象区域」という。）の属する都道府県の知事

が対象区域について同項第一号に掲げる期間に同法

第十八条第一項に規定する基本的対処方針に沿って

行う新型インフルエンザ等対策特別措置法施行令第

十一条第一項に規定する施設における休業、営業時

間の変更、当該施設の収容率若しくは当該施設を利

用できる人数の制限又は飲食物の提供を控えること

その他職業安定局長が定める措置の実施の要請を受

けて、令和三年五月一日から同年十二月三十一日ま

での間に事業主が休業させ、その休業させられてい

る期間の全部又は一部について賃金の支払を受ける

ことができなかった第三条第一項又は前条第一項に

規定する被保険者であって、当該要請の対象となる

施設（対象区域にあるものに限る。）において役務の

提供を行うものに対する第三条第三項（前条第一項

の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規

定の適用については、前項の規定にかかわらず、令

和三年五月一日から同年十二月三十一日までの間の

うち、当該期間の初日の属する月の初日から当該期

間の末日の属する月の翌月の末日までの間に限り、

第三条第三項中「次の各号に掲げる休業させられて

いる期間の区分に応じ、当該各号に定める額」とあ

るのは、「第一号に定める額」とする。 

附 則 

この省令は、公布の日から施行する。 

---------- 

◇雇用保険法施行規則の一部を改正する省令（厚生労働省令第 196号）         上記 [2] 関係  

   [官報] 令和 3年 12月 22日 本紙 第 642号 3～4頁 

   https://kanpou.npb.go.jp/20211222/20211222h00642/20211222h006420003f.html 

〇厚生労働省令第 196号 

雇用保険法（昭和四十九年法律第百十六号）第六十二条第一項第六号及び第二項の規定に基づき、雇用保険法

施行規則の一部を改正する省令を次のように定める。 

令和 3年 12月 22日                        厚生労働大臣  後藤 茂之 
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雇用保険法施行規則の一部を改正する省令 

第一条 雇用保険法施行規則（昭和五十年労働省令第三号）の一部を次の表のように改正する。 

（傍線部分は改正部分）  

改 正 後 改 正 前 

   附 則 

第十七条の二の五 第百十五条第一号の両立支援等助

成金として、第百十六条第一項に規定するもののほ

か、令和四年一月一日から同年二月二十八日までの

間における次項第一号イ又はロの有給休暇につい

て、新型コロナウイルス感染症小学校休業等対応コ

ース助成金を支給するものとする。 

 一 (略) 

 二 前号イ又はロの有給休暇に係る者一人につき、

前号イ又はロの事業主が支払つた賃金の額に相当

する額として雇用環境・均等局長の定める方法に

より算定した額（その額を当該賃金の支払の基礎

となつた日数で除して得た額が、一万一千円（た

だし、その雇用する被保険者に対して前号イ又は

ロの有給休暇を取得させた事業主が、当該有給休

暇の期間の全部又は一部の期間において対象区域

又は特措法第三十一条の四第一項に規定する新型

インフルエンザ等まん延防止等重点措置に係る同

項第二号に掲げる区域のうち雇用環境・均等局長

が定める区域に所在する事業所を有する場合は、

一万五千円）を超えるときは、当該額に当該日数

を乗じて得た額） 

３・４ (略) 

   附 則 

第十七条の二の五 第百十五条第一号の両立支援等助

成金として、第百十六条第一項に規定するもののほ

か、令和三年一月一日から同年十二月三十一日まで

の間における次項第一号イ又はロの有給休暇につい

て、新型コロナウイルス感染症小学校休業等対応コ

ース助成金を支給するものとする。 

 一 (略) 

 二 前号イ又はロの有給休暇に係る者一人につき、

前号イ又はロの事業主が支払つた賃金の額に相当

する額として雇用環境・均等局長の定める方法に

より算定した額（その額を当該賃金の支払の基礎

となつた日数で除して得た額が、一万三千五百円

（ただし、その雇用する被保険者に対して前号イ

又はロの有給休暇を取得させた事業主が、当該有

給休暇の期間の全部又は一部の期間において対象

区域又は特措法第三十一条の四第一項に規定する

新型インフルエンザ等まん延防止等重点措置に係

る同項第二号に掲げる区域のうち雇用環境・均等

局長が定める区域に所在する事業所を有する場合

は、一万五千円）を超えるときは、当該額に当該

日数を乗じて得た額） 

３・４ (略) 

第二条 雇用保険法施行規則の一部を次の表のように改正する。 

（傍線部分は改正部分）  

改 正 後 改 正 前 

   附 則 

第十七条の二の五 第百十五条第一号の両立支援等助

成金として、第百十六条第一項に規定するもののほ

か、令和四年三月一日から同月三十一日までの間に

おける次項第一号イ又はロの有給休暇について、新

型コロナウイルス感染症小学校休業等対応コース助

成金を支給するものとする。 

 一（略） 

二 前号イ又はロの有給休暇に係る者一人につき、

前号イ又はロの事業主が支払つた賃金の額に相当

する額として雇用環境・均等局長の定める方法に

より算定した額（その額を当該賃金の支払の基礎

となつた日数で除して得た額が、九千円（ただし、

その雇用する被保険者に対して前号イ又はロの有

給休暇を取得させた事業主が、当該有給休暇の期

   附 則 

第十七条の二の五 第百十五条第一号の両立支援等助

成金として、第百十六条第一項に規定するもののほ

か、令和四年一月一日から同年二月二十八日までの

間における次項第一号イ又はロの有給休暇につい

て、新型コロナウイルス感染症小学校休業等対応コ

ース助成金を支給するものとする。 

 一（略） 

二 前号イ又はロの有給休暇に係る者一人につき、

前号イ又はロの事業主が支払つた賃金の額に相当

する額として雇用環境・均等局長の定める方法に

より算定した額（その額を当該賃金の支払の基礎

となつた日数で除して得た額が、一万一千円（た

だし、その雇用する被保険者に対して前号イ又は

ロの有給休暇を取得させた事業主が、当該有給休
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間の全部又は一部の期間において対象区域又は特

措法第三十一条の四第一項に規定する新型インフ

ルエンザ等まん延防止等重点措置に係る同項第二

号に掲げる区域のうち雇用環境・均等局長が定め

る区域に所在する事業所を有する場合は、一万五

千円）を超えるときは、当該額に当該日数を乗じ

て得た額） 

３・４ (略) 

暇の期間の全部又は一部の期間において対象区域

又は特措法第三十一条の四第一項に規定する新型

インフルエンザ等まん延防止等重点措置に係る同

項第二号に掲げる区域のうち雇用環境・均等局長

が定める区域に所在する事業所を有する場合は、

一万五千円）を超えるときは、当該額に当該日数

を乗じて得た額） 

３・４ (略) 

附 則 

（施行期日） 

第一条 この省令は、令和四年一月一日から施行する。ただし、第二条の規定は、同年三月一日から施行する。 

（経過措置） 

第二条 令和三年八月一日から同年十二月三十一日までの間にこの省令の規定による改正前の雇用保険法施行

規則附則第十七条の二の五第二項第一号イ又はロの有給休暇を取得させた事業主に対する同条第一項の規定

による新型コロナウイルス感染症小学校休業等対応コース助成金の支給については、なお従前の例による。 

２ 令和四年一月一日から同年二月二十八日までの間に第一条の規定による改正後の雇用保険法施行規則附則第

十七条の二の五第二項第一号イ又はロの有給休暇を取得させた事業主に対する同条第一項の規定による新型コ

ロナウイルス感染症小学校休業等対応コース助成金の支給については、第二条の規定の施行後も、なお従前の

例による。 

３ 雇用保険法施行規則附則第十七条の二の四第一項に規定する育児休業等支援コース助成金は、令和四年一月

一日から同年三月三十一日までの間における同項第一号イ又はロの有給休暇については、支給しないものとす

る。 

******************************************************************* 以上 ******************** 
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